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 第 13 回  熊本県議会 道州制問題等調査特別委員会会議記録 

 

平成25年６月25日（火曜日） 

            午前10時２分開議 

            午前11時57分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

（１） 地方分権改革について 

（２） 道州制について 

（３） 閉会中の継続審査事件について 

――――――――――――――― 

出席委員（15人） 

        委 員 長 溝 口 幸 治 

        副委員長 池 田 和 貴 

        委  員 前 川   收 

        委  員 大 西 一 史 

        委  員 井 手 順 雄 

        委  員 松 田 三 郎 

        委  員 重 村   栄 

        委  員 田 代 国 広 

        委  員 松 岡   徹 

        委  員 西   聖 一 

        委  員 渕 上 陽 一 

        委  員 増 永 慎 一 郎 

        委  員 杉 浦 康 治 

        委  員 前 田 憲 秀 

        委  員 甲 斐 正 法 

欠席委員（なし） 

委員外議員（なし） 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 総務部 

         部 長 岡 村 範 明 

 理事兼市町村・税務局長 楢木野 史 貴 

  首席審議員兼人事課長 金 子 徳 政 

        財政課長 福 島 誠 治 

        税務課長 渡 辺 克 淑 

     市町村行政課長 原     悟 

     市町村財政課長 髙 山 寿一郎 

企画振興部 

 総括審議員兼政策審議監 内 田 安 弘 

        企画課長 小 原 雅 晶 

健康福祉部 

首席審議員兼 

    健康福祉政策課長 古 閑 陽 一 

環境生活部 

首席審議員兼 

      環境政策課長 宮 尾 千加子 

商工観光労働部 

      政策審議監兼 

      商工政策課長 出 田 貴 康 

農林水産部 

    農林水産政策課長 田 中 純 二 

土木部 

        監理課長 成 富   守 

        審議員兼 

   都市計画課課長補佐 田 尻 雅 裕 

教育委員会事務局 

      教育政策課長 能 登 哲 也 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

   政務調査課課長補佐 板 橋 徳 明 

   議事課主幹     左 座   守 

――――――――――――――― 

  午前10時２分開議 

○溝口幸治委員長 ただいまから、第13回道

州制問題等調査特別委員会を開会いたしま

す。 

 本日は、執行部を交えた本年度最初の委員

会でございますので、一言御挨拶を申し上げ

ます。 

 改めまして、委員長の溝口幸治です。 

 御存じのとおり、本委員会は地方分権、そ

れから道州制に関することでございます。今
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いろいろな議論があるところでございまし

て、特に参議院選挙後に活発な議論になるこ

とが予想されます。 

 ただ、本委員会には、これまでこの委員会

の議論をリードしていただいたベテランの先

生方が何人もいらっしゃいますし、また、各

党各会派から論客の皆様方がおそろいでござ

いますので、安心してスムーズな議論ができ

るというふうに思っております。執行部から

の御協力もいただいて、１年間充実した委員

会になりますよう皆様方にお願い申し上げま

して、御挨拶にかえさせていただきます。よ

ろしくお願いいたします。 

 次に、執行部を代表して総務部長に御挨拶

をお願いいたします。 

 

○岡村総務部長 おはようございます。 

 執行部を代表いたしまして、一言御挨拶を

申し上げます。 

 溝口委員長、それから池田副委員長を初め

委員の皆さん方におかれましては、これから

１年間、当委員会に付託されました地方分権

改革と道州制につきまして御審議をいただく

わけでございますが、いずれも本県にとりま

して重要課題でございます。執行部といたし

ましては、この課題にしっかり取り組んでま

いります。御指導のほど、どうぞよろしくお

願い申し上げます。 

 付託案件の現在の状況を申し上げますと、

まず、地方分権改革につきましては、本年３

月に安倍首相を本部長といたします地方分権

改革推進本部が発足し、４月には地方公共団

体関係者を含む地方分権改革有識者会議が設

置されるなど、地方分権改革の推進体制が整

備されております。 

 また、義務付け・枠付けの見直し及び基礎

自治体への権限移譲に関する第３次一括法が

６月７日に成立をいたしまして、昨年度まで

の第１次及び第２次一括法と同様、条例整備

や基礎自治体への事務引き継ぎに取り組む予

定でございます。 

 次に、道州制につきましては、与党におき

まして道州制推進基本法案の国会への提出が

検討されております。道州制を初めとした国

と地方のあり方を見直す議論が活発化してい

るところでございます。 

 付託案件に関する大きな動きは以上でござ

います。 

 初回となります今回の委員会では、地方分

権改革や道州制のこれまでの経過や最近の動

向などについての御説明、そして市町村合併

に係るこれまでの検証による合併の効果や課

題等の御報告をさせていただきます。 

 執行部といたしましても、新たな体制で精

いっぱい取り組んでまいります。どうぞ１年

間よろしくお願い申し上げます。 

 

○溝口幸治委員長 それでは初めての委員会

でございますので、執行部からの自己紹介を

と思いましたが、名簿がお配りしてあります

ので、よろしいですか。 

  （｢はい」と呼ぶ者あり） 

○溝口幸治委員長 はい、では自己紹介は名

簿にかえさせていただきます。よろしくお願

いいたします。 

 それでは審議に入ります前に、前回の委員

会で要望がありました市町村合併の効果と課

題等について、執行部からの御報告をお願い

いたします。 

 

○原市町村行政課長 市町村行政課です。 

 資料の表紙、市町村合併の効果と課題等に

ついて御説明いたします。 

 本年３月の当委員会におきまして、委員の

ほうから、道州制を議論する上では、市町村

合併の総括検証が必要という意見がございま

して、これまでの検証によります合併の効果

や課題について報告が求められておりました

ので、本日報告をいたします。 

 資料１ページをお開きください。 
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 ここには、本報告の概要を記載しておりま

す。１段落目でございますが、平成の市町村

合併は、地方分権の進展や少子高齢化の進行

等に対応するため推進されました。 

 合併した市町村では、行財政の効率化と基

盤強化、国・県からの財政支援等を活用した

新しいまちづくりが行われているところでご

ざいます。 

 ４段落目でございますが、合併の効果や課

題等につきましては、平成19年度に一度取り

まとめて公表しておりますが、本日はこれま

で合併市町村支援連絡会議等を通じて把握し

てきたものに加えまして、最近の国の動き等

を、現時点で整理したものを御報告いたしま

す。 

 ２ページをお願いいたします。 

 平成の合併の主な経緯でございますが、真

ん中ほどに平成の合併推進期間として、平成

11年度から平成21年度まで11年間推進期間と

して、例えば国によります合併特例債、ある

いは県も合併の構想を示すなど、さまざまな

施策がこの期間積極的に推進されました。 

 なお現在では、一番右の現行法によりまし

て、国・県の積極的な関与は廃止され、市町

村によります自主的な合併が円滑に行われる

ような方針に変わっております。 

 ３ページをごらんください。 

 全国の市町村合併の状況でございます。全

国で合併が推進されました結果、全国では、

一番右下でございますが、市町村数が46.8％

減ということで、約半減しております。本県

は、太線で囲んだところの数字でございま

す。 

 ４ページをごらんください。 

 本県の市町村合併の状況の表でございま

す。真ん中ほどに、あさぎり町の合併から熊

本市の合併まで行われまして、19回の合併が

行われました。この結果、市町村数が半減

し、その一方で平均人口、平均面積はいずれ

も約２倍ということで、規模の拡大が行われ

ているところでございます。 

 ５ページをごらんください。 

 これは、これまでの検証結果で出されまし

た市町村からの報告、あるいは住民からの声

をもとに、代表的なものを記載をいたしてお

ります。 

 まず１つ目の住民サービスの向上につきま

して、幾つか事例を出しております。例えば

一番下でございますが、八代市におきまして

は、図書館３つございますが、これを合併に

よりシステムを統合した結果、住民の利便性

が向上したという声が出されております。 

 ６ページをごらんください。 

 広域的なまちづくりとしまして、菊池市に

おきまして交流の促進が行われております。 

 具体的には、旧菊池市で取り組んでおられ

た相乗りタクシーの運行を、合併後の全域に

拡大することにより、地域の交通が確保され

ているという報告があっております。 

 次の３つ目でございますが、合併の効果と

しまして行財政の基盤強化が行われ、例えば

玉名市、菊池市では地域の政策ニーズに対応

した専門的な組織が設置されているところで

ございます。 

 ７ページをごらんください。 

 ４つ目の合併効果として、合併特例債等を

活用した施設整備が図られております。例え

ばあさぎり町におきましては、合併後も１学

年10人前後の小さな小規模中学校が存在いた

しましたが、合併によりまして中学校統合の

協議が円滑に進み、昨年４月には１学年150

人前後で、４クラス、５クラスの規模の統合

中学校が誕生し、教育環境の向上が図られて

いるという報告が上がっております。 

 ８ページをお開きください。 

 これは、これまでの合併に対します財政支

援の状況を書いております。国からの財政支

援措置として、合併の準備段階から合併後の

まちづくりに関しまして、合併特例債、ある

いは普通交付税の算定替えを中心に、合計で
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約2,559億円、県の財政支援措置として合併

特別交付金を中心に約116億円、合計で2,675

億円余の財政支援措置が行われているところ

でございます。 

 ９ページをごらんください。 

 ここは行財政の効率化としまして、特別職

議会議員の削減の状況を記載しております。 

 左側の表でございますが、削減の人員が約

６割、人数として削減できた結果、右側の表

ですが削減の効果額としましては、年間で約

31億円の削減効果があらわれているという大

きな効率化が図られております。 

 一番下のほう、一般職の職員数の削減につ

きましては、平成14年に１万6,317人でした

が、合併後の10年後には１万4,065人という

ことで、この間2,252人、13.8％の削減が進

み、市町村では計画的・段階的に職員数の適

正化が図られております。 

 10ページをごらんください。 

 その一方で、合併の課題というのが言われ

ております。 

 まず１つ目の課題でございますが、本庁が

遠くなって不便であるという声がございま

す。これに関しましては、例えば宇城市で

は、本庁以外の旧町役場を支所として維持し

ながら、行政サービスが低下しないような工

夫がなされております。 

 ２つ目の課題として、中心部だけよくなり

周辺部が寂れるという声がございます。これ

につきましては、例えば天草市では、まちづ

くり協議会や地区振興会を設置されまして、

行政と市民との協同によるまちづくりが推進

されております。 

 ３つ目の課題として、地域の歴史・文化・

伝統が失われると言われておりますが、ほと

んどの合併市町村では合併後、例えば熊本市

南区富合町といったように、歴史と愛着ある

旧町村名や字名を合併後も残しているという

工夫がなされております。 

 ４つ目の課題として、事業の廃止、あるい

は各種使用料等の値上げが行われたという声

がございます。これらにつきましては、よく

ある声でございますが、合併とは直接関係な

く、合併後の各市町村の判断によりまして行

財政改革が行われているものです。このこと

について住民への説明が不足して、理解が得

られてないということが考えられておりま

す。 

 11ページをごらんください。 

 これが合併に関しては、一番新しい国の調

査でございますが、昨年の12月31日付で、総

務省が全国の市町村合併の実態調査をいたし

ました。 

 まず(1)ですが、合併によります効果とい

うことで、本県の16市町村が回答しました中

では、効果としましては、①の専門職員の配

置・充実、あるいは③の広域的なまちづくり

の推進などが高い回答率となっております。 

 (2)の合併後の行財政運営上の課題につき

ましては、⑤の公共施設等の統廃合が難航し

ているという回答、それと周辺地域の振興が

課題であるというのが高い回答となっており

ます。 

 (3)の行政区域の広域化に伴います課題へ

の対応としましては、⑤の地域単位でのコミ

ュニティー活動への支援というのが高い回答

となっております。 

 なお、これらの調査結果は、これは県内の

状況でございますが、全国ほぼ同じような回

答状況となっておりまして、国の地方制度調

査会の議論の参考とされているところでござ

います。 

 続きまして12ページをお開きください。 

 これは平成22年３月に、国のほうで合併を

10年間推進した一区切りとしまして、法律を

改正するときに一度、合併を国が総括した資

料の概要でございます。 

 資料の２段目でございますが、合併の評価

につきまして国は、合併の本来の効果があら

われるまでには10年程度の期間が必要であ
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る、また、合併の評価は大きく分かれている

ということを総括しております。 

 ４段落目でございますが、この時点で国

は、これからの基礎自治体の展望として、基

礎自治体である市町村の役割は、より一層重

要になる。この中で市町村は、①市町村合

併、②広域連携、③県による補完などから、

みずから選択していく必要があるということ

で、この時点で一度総括をしております。 

 最後にまとめでございますが、これまで御

説明しましたように、合併の効果が一定程度

あらわれる一方、課題も残っております。 

 こういう中、４段落目でございますが、国

におきましては第30次地方制度調査会におき

まして、全国の合併市町村の実態調査等を参

考にしまして、市町村合併による行政区域の

広域化を踏まえた財政措置について検討すべ

きではないかといった議論が行われてまいり

ました。 

 なお、地方制度調査会につきましては、本

日夕刻、安倍首相にこの答申が出されるとい

うことでございます。 

 最後になりましたが、ことし、あさぎり町

合併10周年でしたが、来年以降、多くの合併

市町村が節目となる10周年を迎えます。そこ

で、合併の検証の必要性は市町村も同じでご

ざいますので、次回の合併市町村支援連絡会

議におきまして、合併検証の内容とか方向に

つきまして協議いたしまして、来年度にも市

町村と協力して検証を実施したいと考えてお

ります。また、その結果は、県の支援策等に

も参考にいたしますし、国にも施策の検討材

料となるよう報告してまいりたいと思ってお

ります。 

 報告は以上です。 

 

○溝口幸治委員長 以上で報告が終わりまし

たので、これより質疑に入りたいと思いま

す。今の報告の件について、どなたか質疑は

ございませんか。 

 

○大西一史委員 平成の合併についての効果

と課題ということで、前回の委員会でそうい

う要望がいろいろ皆さんからも出てというこ

とでの報告だったと思いますが、これをざっ

と今聞いている中で、大まかなくくりでの、

例えば広域的なまちづくりが推進されたと

か、その専門職員の配置など、そういうのが

充実したとかというスケールメリットの部分

というのも出てきている。一方で課題という

のが、いろいろ幾つか出ていますけれども、

果たしてこれで、この程度の話で合併がよか

ったとか悪かったとか、どう改善しなきゃい

けないというかというのは、私はこのぐらい

の報告では分析できないんじゃないかなと思

うんですが、その点は先ほどの一番最後に、

その合併市町村支援連絡会議等を活用しなが

らということなんですけれども、実際にその

市町村と意見交換をする中で、ネガティブな

意見というのは、果たしてどのくらい出てい

るものなんですかね。 

 ちょっと聞き方が悪かったですね。要は国

も、これは総務省も調べていますよね。３月

にいろいろ報告書が出ていまして私も見まし

た。県もこうやって今、その総務省の調査を

ベースにこうやって今、話をされていますけ

れども、国や県は市町村合併を推進してきた

立場ですよね。この推進してきた立場のとこ

ろに対して、いやいやこれは非常に合併のネ

ガティブな面というのがあるよということを

本当に言えるのかどうなのかということなん

ですけれども、その辺をどう受けとめておら

れますか。要は調査している中で、どんな雰

囲気だったのかということも含めて聞かせて

もらいたい。 

 

○原市町村行政課長 市町村からの感触でご

ざいますが、平成19年度に調査した折にも、

合併の市町村側は６割がおおむね合併を評価

し、住民のほうは４割しか評価されてない。
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それぞれ残り４割は、合併後２～３年後の時

点では、まだ評価の時期ではないということ

で、多くが回答を留保されております。 

 ですので、先ほど言いましたように、もう

そろそろ節目となる10年というのをたくさん

迎えますので、もう一度、合併市町村、ある

いは何らかの形で住民の意向を聞くような形

で検証してまいりたいと思っております。 

 

○大西一史委員 つまり県として、本音が聞

けたか聞けなかったかということなんです

が、その辺はどんな感じか。十分、本音が聞

けたと思っておられますか。 

 

○原市町村行政課長 支援連絡会議ではいろ

んな課題を出し合っておりますので、委員が

おっしゃるような問題点、ネガティブなも

の、例えば、なかなか公共施設の統合が進ま

ないとかそういう切実な問題を出し合ってお

りますので、会議ではそういうところは十分

聞いておるところでございます。 

 

○大西一史委員 それは会議がだめだとは言

えないからそうなるだろうと思うんですが、

実は、私がずっとこういういろんな調査物を

見ている中でも、やっぱり本当にこの市町村

の地域の現場の本音の声、住民も含めたとこ

ろの本音の声というのが、なかなかやっぱり

出にくいなという感じが正直しています。私

たちがやっぱり実際に回っていて、合併なん

かせぬとよかったという話が、かなり実は、

多く聞かれるわけですよね。しかし、その要

因はどうかというのは、なかなか分析しよう

と思っても、これはもうさまざまです。そう

いうものが、こういう調査の中の行間から、

なかなか読み取れないというところがあるん

です。だから、やっぱり本当に地域のコミュ

ニティーがどういうふうに変化しちゃうの

か。だから、やっぱり合併の成功したところ

と、それから本当に逆に言えば、合併はもう

してしまったわけですから、これは大きなマ

イナスであったということを、これからはそ

の部分を埋めていかなければいけないわけで

すね。だから財政的な支援が必要だとか、い

ろんなことを地制調でもこれからやるという

けど、このぐらいのデータでもって霞が関の

会議室でやったって、僕は余り意味がないと

いうふうに思うんですね。 

 だから私からの提案という視点でちょっと

申し上げたいのは、例えばこの熊本県下にお

ける市町村合併ですね、この調査を、要は本

音をもっと引き出すために、例えば熊本大学

だとか熊本県立大学だとかという、そういう

研究機関に委託をして調査をさせてみたらど

うかなというふうに思うんですね。学生さん

たちの勉強にも、それは確かにつながるだろ

うし、やっぱり将来を担う人たちのあれにも

つながる。そして、客観的な分析が私はでき

るのではないかなと思うんですが、そういっ

た提案をぜひ導入していただきたいと思うん

ですが、どうでしょうか。 

 

○原市町村行政課長 委員から提案がありま

した件ですが、今後、市町村とどういうやり

方で、合併の検証をしていく中の一つとし

て、そのような大学、あるいは民間会社も含

めて活用方法については検討をいたしており

ますので、市町村と相談してやり方を考えて

いきたいと思っております。 

 

○大西一史委員 とにかく調査をするに当た

って、やっぱり本音の部分が本当に聞き出せ

るところですね。じゃないと、やっぱり県か

ら聞いたってそれはなかなか難しいですよ。

市町村行政課に、じゃあ、普段いろんな支援

を受けて、そんな文句をたらたらたらたら担

当者は言えますか。私は難しいと思うんです

けれども、その辺、部長どうですか。 

 

○岡村総務部長 平成25年度から27年度にか
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けまして、御案内のとおり16の合併した市町

村が10周年を迎えます。それで、おおむね10

年ぐらいしないと、なかなか効果のほどはと

いう御意見もあってございますので、今、大

西委員のほうからいただきました御意見も、

実は、内部で少し検討させていただいており

まして、ある程度予算的なものもかかるかと

は思いますけれども、きちっとしたものをや

ったほうがいいんじゃないかと。 

 それと本会議のほうでも申し上げましたけ

れども、住民の声をなるべくたくさん拾える

ような方法・手法を考えたらどうなのかとい

うようなことで、今少し検討させていただい

ております。17の合併市町村と一緒にそのあ

たりは詰めまして、また臨んでいきたいと思

っております。 

 

○前川收委員 合併の評価についての――詳

しいかどうかは別としても――資料を出して

いただきました。 

 特に８ページの財政効果というところで、

私の懸念は、今この段階で多分合併の評価は

できないだろうと思っています。というの

は、10年間は交付税を初めとして財政措置が

あるわけですね。それから合併特例債という

ものの活用等々で、合併した市町村にとって

この10年間はボーナス期間だったというこ

と、これはもう明らかな話だと思います。10

年たって、その後の５年間で段階的に交付税

を平準化していって、合併しとろうがしとる

まいが変わらない一般の市町村と同じような

財政措置に戻すと、交付税の額も含めてです

けれども。そうなるという話を聞いておりま

して、この10年間で合併した後の準備をきち

っとやれば、あと５年間はソフトランディン

グで、急にぼんと落とすわけにはいかないか

ら落ちていきますよという話になっているわ

けですから、10年間というのはボーナスをも

らいながら行政運営をやってきた期間だとい

うふうに、見方ではですよ、もちろん財政効

率を上げるための努力はなさっていますが、

それに加えてボーナスも来ていたということ

ですね。これが問題なのは５年後ですね。ま

あ10年以降、交付税の措置が５年間で段階的

に減らしていく、15年後には、だから合併か

ら15年後にはいわゆる平準化してしまうとい

うことになったところで、やっぱりどうなる

のかというところが、私は非常に心配も含め

て懸念を持っているところであります。財政

というのは、御承知のとおり10年も同じ額と

いうかな、ボーナスをもらっていると、人間

は誰でもそうなんだけれども、それが当たり

前のことになってしまって、これが減るとい

うことの前提をやっぱり失いがちになるとい

うのは、まあ人の世の常だと思っています。

その10年間のボーナス期間が終わる――あさ

ぎり町がトップランナーですけれども――そ

の後に段階的に減らしていかれる状況の中

で、この10年間で平準化されることを織り込

んだ上での行政運営がなされていたのかどう

なのかということが非常に疑問を思っており

まして、さっきの答申の中には、引き続き財

政支援が必要だという部分があるということ

は、明らかにこれはボーナスじゃなくて、も

う基本給になってしまっているという形でと

らえるべきじゃないのかなというふうに思っ

ています。合併市町村の中には、合併後人口

がふえているところは、わずかですね、熊本

市周辺だけ。合併はしたものの、一時的に、

社会的に人口は当然ふえます。ところが自然

減で、またどんどんどんどん減ってきている

地域のほうがほとんどだということから考え

ると、10年の一区切りと、15年の区切り、こ

こを予測を立てながらきちっと見ていかない

と、15年後は本当に大変な状況になっている

ということになったとすれば、果たして合併

の効果というのは、その時点じゃないとわか

らないという部分もあるのかもしれません。 

 それで、ぜひお願いしたいことは、という

かお答えいただきたいことは、10年間の交付
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税の特例措置、それから、その後の段階的な

５年間で減らしますというのは、合併特例法

の中に入っていた話ですから、きちっと織り

込まれた上で市町村の行財政運営、計画的に

やられているのかどうなのか、その点につい

て、まずはお答えいただければと思います。 

 

○原市町村行政課長 この交付税の特例とい

うのは、もう合併の時点でわかっていたこと

でございますから、当然それに備えて、職員

数を適正化したり、公共施設を少しずつ縮小

しながらとか、そういう行財政改革あたりは

当然どの市町村もされておりますし、もう一

つは、10年後、15年後の財政シミュレーショ

ンというのも各市町村されておりますので、

当然それを見据えた財政運営というのは、現

在もこれからもなされるものと思っておりま

す。 

 

○前川收委員 そうであれば、多分この10年

間で、財政効率をよくするためのさまざまな

行政改革をやられた、その部分で要するに需

要を減らしている、財政需要を減らしている

という部分、それと交付税が上乗せなされて

いるという部分で、財政基金等々が市町村そ

れぞれが持っていると思いますけれども、多

分相当たまっているのかなと思っていますけ

れども、そういう部分の調査はなさっていま

すか。いわゆる単年度主義ですから、その年

その年で使いきれば、必ず後はもうなくなる

わけですから、そこで予算の単年度主義をク

リアしていくためには、ある程度余裕がある

というとおかしいんだけれども、10年間のボ

ーナス期間の中で財政基金のほうに入れてい

くというのは、手法としては私は悪くないと

思っていまして、５年間でもとに戻っても、

この15年間の中でつくった財政基金というの

が今後の財政運用の中に生かせるということ

にはなると思いますが、その辺は何か指標か

何かありますか。 

 

○楢木野理事 実は、合併してもう10年を迎

える市町村が多いということで、イメージ的

に今どういう状況かということで、何かそれ

を示す指標はないかということで市町村財政

課長にちょっと課題をやりまして、今出てき

た数字で一つだけ申し上げますと、財政力指

数というのがありまして――御存じのとおり

でこれは説明しませんけれども――これが平

成15年の段階では、今はもう平成25年です

が、いわゆる合併が始まるときには合併市町

村の――単純平均ですけれども――合併した

市町村の指標、財政力指数というのは0.28で

した。そのときの非合併市町村というのが0.

33でございまして、0.05ほど合併した市町村

のほうが低い。それが今の平成23年度時点で

言いますと、合併市町村のその財政力指数が

0.35まで上がってきていますが、片や非合併

市町村というのも0.35だということで、この

10年間で非合併市町村と合併市町村が、言う

ならば追いついてきた感はあるかと思います

けれども、それも並んだまでだというのが、

我々の認識でございます。 

 そういう中で今から、委員がおっしゃいま

すように、一本算定で徐々に段階的な逓減が

行われていきますので、今のままだとこれが

また乖離していくという可能性は十分ありま

す。そこをどうやるかというのが、我々の課

題だと思っています。 

 一つは、その点について今課題としまし

て、公共施設の統廃合だとか、効率化のよう

な取り組みの部分が大きいんですけれども、

その辺につきましては今、合併市町村にいろ

いろデータをいただきながら、これを実務者

の勉強会を設置して、その辺の数字の聴取も

やっておりまして、これをまた、将来的な交

付税の算定のあり方に生かしていかなければ

いけない、国に対して要望もしていかなくて

はならないということで、これにつきまして

は、７月をめどに取りまとめようかというこ
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とで今やっておるところでございまして、必

ずしも、今言いましたように指標的には余り

突出して合併団体がよくなったという感じは

ない、せいぜい並んだまでだというのが、我

々の今の現状の認識でございます。 

 

○前川收委員 私も、僕は数字を見たことは

ないんですけれども、生活感、私も合併市町

村の中に住んでいる人間としてみれば、生活

感の中では、財政がよくなっているなとか、

住民サービスがよくなったなというのは、多

分、生活感では余り感じてないというふうに

思います。ただし、今おっしゃったように、

この10年間がボーナス期間だったとして、そ

れなりの余力を持って今後５年後に備えると

いうことができているのか、いないのかとい

うのは、多分誰もわからない。市議会の議員

さんたちはわかるかもしれないけれども、市

民レベルではほとんどわからない。５年間漸

減されていくということの前提の中から見れ

ば、やっぱり市町村の危機感をちゃんと持つ

ことが大事だし、同時に、この合併は国も推

進してきたけれども、県もモデルなんかを示

しながら、精いっぱい尻をたたいてやってき

た。最後は自主的ですとは言いながらも、か

なり県がモデルを示して、これでやりましょ

うやということで相当尻をたたいてきた。そ

ういう意味では、責任は市町村の責任のみじ

ゃなくて、県も共有せざるを得ない、するべ

き責任だというふうに思っておりますので。

これから10年たち、それから15年という、も

う一つの節目の部分に対して、必ずきちっと

した成果が出されるように、しかもその成果

の中には住民サービスの低下はないというこ

とが前提なんですけれどもね。そういうこと

を織り込んだ形をやってもらいたい。今まで

よりも、これからのほうがむしろ大切だとい

うことを考えておりますので、それに取り組

んでいく意思があるのかどうなのか、総務部

長にお考えをお聞きしたいと思います。 

 

○岡村総務部長 具体的な数値は申し上げら

れませんでしたけれども、今、委員御指摘の

ことは非常に大切なことだと思っておりま

す。本当に15年後、算定替えがなくなったと

きにどうするか、非常に大きな課題だと思っ

ております。合併された市町村自身も重たく

そこは受けとめていただいているというふう

に聞いておりますので、一緒になってそこは

取り組んでまいります。 

 今後も、先ほど申し上げました市町村との

会議もつくっておりますので、その辺も中心

にお互い意見交換しながら、10年後をきちっ

とした形でできるように、一緒になって取り

組んでまいります。 

 

○前川收委員 よろしくお願いします。 

 

○松岡徹委員 説明いただいた資料10ページ

ですかね、合併の課題と対応策ということ

で、大きな柱が４つあって、説明では、こう

いうのがあるけれども、こういう努力で改善

している、そういうような趣旨の説明だった

と思うんですけれども。私は、大西委員もお

っしゃったけれども、改善している例が主じ

ゃなくて、やっぱりそういうところは、多く

は合併せにゃよかったという声が多いんです

よ。ですから、平成の大合併の検証というの

は、国と県がそれこそ旗を振ってというか、

もっと言えば大号令みたいな形でやったわけ

だけれども、その結果がどうかというのは、

本当に客観的に事実に基づいて、正確に総合

的に形が出るような検証をやらないと意味が

ないと思うんですね。そこの点が一つです

ね。 

 それで、これは宮崎県がことしの３月に出

された、今後の地方行政のあり方に関する調

査報告というレポートなんですけれども、ペ

ージは資料を含めて150ページあるわけです

けれども、調査の方向では、統計資料等によ
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る分析、それから市町村や自治会や自治公民

館などの住民自治組織、商工会議所や商工会

などの商工団体に対してのアンケート調査、

合併団体については、ヒアリングの調査とい

うことで細かくやっておるわけですね。その

中で、合併してどういう問題があるかという

のも、かなり細かく具体的に出ているんです

よ。 

 ですから、宮崎がこういうのを何でやった

かというのを、いろいろ僕なりに調べてみる

と、宮崎はかつて、鹿児島に吸収された時期

があるんですね。そしてまた、宮崎が独立す

るという、そういう歴史が一時代あるらしい

んですけれども、すごくそういうことで道州

制なんかのことも含めて、市町村合併の検証

をしっかりやろうという、こういうのが出て

いるんです。 

 それで、何か県が中心になって、そして資

料は県が出して、そして委員会があって、あ

あそうですか、わかりましたというような形

でまとまるような検証の委員会は無意味だと

思うんですよ。やっぱり一つのあり方として

は、大西委員も言ったように、どこかに委託

するとか、あるいはこの平成の大合併につい

て批判的な、あるいは中間的な見方をしてい

るような研究者なんかも含めて、やっぱりさ

まざまな角度から検証するというような視点

でやらないと、本当の意味での検証はできな

いんじゃないかと思うんです。 

 時期の問題では、これは前川委員もおっし

ゃったように10年と、最終的には15年です

ね。そういうスパンでしっかり検証するとい

うかな。 

 こんなのは、どんなですか。ちょっと調べ

てみたことがありますか。宮崎の例なんか、

他県の例で。どういうふうな検証をやってい

るのかというのを含めて、今後の検証のあり

方というか、臨む姿勢ですね。いかがです

か。 

 

○原市町村行政課長 その宮崎の事例をちょ

っと読んでおりませんが、ほかの県でも住民

の意向を把握する方法として、アンケートと

か面接とか、いろんなやり方をこれまで各県

やっておりますので、大西委員からもありま

したように、委託の方法も含めて、実は、平

成19年度も住民モニターからのアンケートと

いうのは少数ですが取っておりますが、そう

いうやり方も含めて、県で分析できるもの、

それと直接住民の意向を聞く方法あたりを検

討してまいりたいと思っています。 

 

○松岡徹委員 これなんか見ると、やっぱり

アンケートと直接の聞き取り、そういうのを

相当やっているんですね。だから、その調査

の方法とか対象とかというのをどうするかと

いうことと、それから調査に臨む角度、姿勢

ですね。やっぱり県主導じゃなくて、合併を

進めた県が、また検証も音頭をとってやあや

あやるということではなくて、客観的な態勢

をとって検証する、そういう仕組みですね。

これをよく考えたほうがいいんじゃないかと

思います。 

 

○溝口幸治委員長 ほかにございませんか。 

 

○井手順雄委員 関連です。10ページです。

これは、課題と対応策というのが出ていま

す。私も合併に関してはいろいろ携わってき

ました。農区についてですけれども、全然出

てないんですね。というのはどういうことか

というと、線引きなんです。合併せなよかっ

た、したがゆえに線引きが新しく引かれて、

今までの市町村レベルでいくならば、そこが

市街化区域になったんだけれども、合併した

から、そこがもう農用地区域で縛られてしま

った、そういう意見がたくさんありました。

そういうところの御意見というのは、全然こ

の課題と対応策の中に入ってないんだけれど

も、そこ辺は県としては、どう認識されてい
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ますか。市町村が勝手にするから、我々はわ

かりませんというわけにはいかぬわけです

よ。そういうことですよ。どういうことです

か。どういう意見を持っておられますか。 

 

○原市町村行政課長 まず、この10ページに

出ておりますのは、主に住民モニター、ある

いは合併市町村から出ております課題という

ことで、それを代表的なものを挙げておりま

すので、委員がおっしゃったような個別のも

のについては、直接は聞いておりません。 

 

○井手順雄委員 個別じゃないんですよ、個

別じゃ。農区単位ね、合併する時点でそうい

う話は聞いておらぬというような形の中で、

都計審あたりも大分出てきましたよ。要望も

上がりました。個別じゃないんです。地区の

自治会とか連合会とか農区長さんとか、そう

いうところからの要望だった。載せるべきで

すよ。どうでしょうか。 

 

○原市町村行政課長 今後の検証の中でいろ

んな意見を酌み取って、もう少しこの課題に

ついても充実させたいと思っております。 

 

○井手順雄委員 結局、県としては、それは

各合併される当事者が協議してされること

で、私たちは関係ありませんというスタンス

だというようなことはわかります。しかし、

合併する側、合併をする母体となる側、これ

は県に聞いてください、県がこういう指導を

しているから我々はこうするんですよと。こ

れ、どっちが本当ですかということで、大分

私も悩みました。どっちの意見を聞いたらい

いのって。そういう中で、県としては直接権

限はないけれども、こうしたほうがとか、そ

ういう意見ですね、意見をもうちょっと合併

する際に当事者とする側とお話をして、やっ

ぱりそこを理解を深めながら合併していくと

いうのが、私は一番のこれは重要なことだろ

うけれども、地域がどうだとか、職員の数が

減るだとかそういうのはありますよ。しかし

私は、一番の根底は農区なんですよ。それ

は、農振地区をどう市街化区域に持ってくる

か、その合併においてそういった地区をどう

開発していくか、この辺のビジョンをもうち

ょっと、初めからやっぱり合併する側の市町

村にちゃんと説明して、こういう線引きがで

きますよって最初から言っておけば、こうい

う問題はなかですよ。その辺は県がちゃん

と、そのされる側と話をして、そこ辺をまず

明確にしなさいといったことをしていかぬ

と、もう合併せなよかったと、先ほどの意見

がいっぱいあります。こういう意見ばっかり

です。そこに根底があると思うんですね。そ

こをまず一番に、こうなりますというのを明

確にして合併を進めていく、これが大事だろ

うと思いますので、そこら辺は今後参考にし

てやってください。要望です。 

 

○溝口幸治委員長 はい。ほかにございませ

んか。 

  （｢なし」と呼ぶ者あり） 

○溝口幸治委員長 よろしいですか。これで

質疑を終了いたします。 

 それでは審議に入ります。今からが審議で

す。 

 本委員会に付託されている調査事件は、地

方分権改革に関する件、道州制に関する件で

あります。 

 まず、執行部からの説明の後に、一括して

審議を行いたいと思います。 

 それでは説明をお願いいたします。小原企

画課長。 

 

○小原企画課長 企画課の小原です。よろし

くお願いいたします。 

 着座にて説明させていただきます。 

 それではまず、地方分権関係について御説

明をいたします。資料、地方分権改革関係を
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めくっていただいて、２ページ目をお開きく

ださい。 

 ページの上から、地方分権改革のこれまで

の経過を簡単にまとめております。 

 ページ一番下の枠囲み、政権交代後の動き

から御説明いたします。 

 昨年12月26日に、第２次安倍内閣が発足

し、本年３月８日には、地方分権改革の推進

体制として、地方分権改革推進本部の設置が

閣議決定されております。３月12日には義務

付け・枠付けの第４次見直しについてが閣議

決定されております。 

 以上につきましては、３月の特別委員会に

て御説明させていただいた内容でございま

す。 

 その下のアンダーラインを引いております

部分が、その後の新しい動きでございます。 

 まず、４月５日には地方分権改革の推進に

関する施策についての調査及び審議をするた

めの地方分権改革有識者会議が設置されてお

ります。 

 また、今月７日には義務付け・枠付けの見

直しや権限移譲に関する第３次一括法が成立

しております。アンダーラインを引いており

ますこの２つの項目につきましては、この後

御説明いたします。 

 資料３ページをごらんください。 

 先ほど申し上げました、６月７日に成立し

た地域の自主性及び自立性を高めるための改

革の推進を図るための関係法律の整備に関す

る法律（第３次一括法）の概要について御説

明いたします。 

 資料上段の囲み、１、義務付け・枠付けの

見直しの経緯というところをごらんくださ

い。 

 これまで地方公共団体に対する義務付け・

枠付け等については、地方分権改革推進委員

会の勧告を受けて順次見直しが実施されてお

ります。 

 囲みの中の、黒丸の４つのポツがございま

すが、第１次から第４次にわたる見直しの状

況が記載されております。 

 ３番目のポツの第３次見直し、旧第３次一

括法案として昨年国会に提出されましたが、

衆議院の解散により廃案となったもので、こ

の第３次見直しとその下の第４次見直しを合

わせた内容が、右側横長の丸囲みの中、今回

成立した第３次一括法で、関係法律74法律を

一括改正するものとなっております。 

 資料の中ほどの囲み、２、主な改正内容と

いうところをごらんください。 

 (1)第３次見直し関係として、通知・届

出・報告、公示・公告などに関する項目、そ

れからその下の職員等の資格・定数等に関す

る項目、また囲み右側、(2)第４次見直し関

係として、地方からの提案等に係る①義務付

け・枠付けの見直し、②都道府県からの基礎

自治体への権限移譲に関するもの、合わせて

74法律の見直しが予定されております。 

 資料の下の囲みが施行期日であり、①から

③まで分かれており、①の直ちに施行できる

ものについては、今月14日の交付の日から施

行されております。 

 ②政省令等の整備が必要なものについて

は、公布の日から起算して３月を経過した

日、③地方自治体への条例や体制整備が必要

なものについては、平成26年４月、あるいは

平成27年４月が施行期日となっております。 

 資料をめくっていただき、４ページをお開

きください。 

 第３次一括法の成立に伴い、県や市町村に

おいて条例の制定、改正または権限移譲に向

けた準備を行う必要がございます。４ページ

は、その工程表をあらわしたものです。 

 まず工程表の一番上の欄には、国の動きを

載せております。 

 国においては、今後、政省令の整備を進

め、内容により、平成27年４月までに順次法

が施行されます。 

 その下の真ん中の欄に、県、市町村が行う
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基準条例の制定等に係るスケジュールを掲載

しております。 

 第３次一括法の成立により、県で基準を整

備する必要があるものについては、今後条例

の整備を行うことが必要となります。所管部

局において、７月ごろから順次、審議会等で

の審議やパブリックコメント等で、必要な意

見聴取を進め、12月議会以降、順次条例を提

案し、経過措置期間である平成26年度までに

条例整備を終える予定です。 

 本県におきましては、どの程度条例を整備

する必要があるかについて、現在、法律の内

容を精査しているところでございます。 

 その下の欄に、県からの権限移譲に係るス

ケジュールを掲載しておりますが、今回の第

３次一括法に係る権限移譲については、本県

では熊本市のみが移譲先となっております。 

 第３次一括法による県から熊本市への権限

移譲については、薬事法に基づく――書いて

おります下のほうでございますが――①コン

タクトレンズ等の高度管理医療機器販売業等

の許可と、都市再開発法に基づく市街地再開

発事業における事業認可権限等が、熊本市に

移譲されます。 

 ①の高度管理医療機器等に係る事務は、平

成27年４月からの移譲となるため、平成25年

度は、県として移譲に向けた協議を行い、平

成26年度から円滑な事務引き継ぎや事業所等

への周知を行います。 

 また、一番下の②の、市街地再開発事業に

おける事業認可権限等につきましては、既

に、熊本県知事の権限に属する事務処理の特

例に関する条例により権限が移譲されており

ますので、引き継ぐ必要はございません。 

 次に、５ページをごらんください。 

 ４月５日に、地方分権改革有識者会議が設

置されております。 

 ページの左側をごらんください。 

 まず、趣旨でございます。１番目の趣旨で

ございますが、記載されたとおり、この有識

者会議は、地方分権改革の推進に関する施策

について調査及び審議をするために設置され

ております。ページの右側にあるとおり、東

京大学の神野名誉教授が座長を務めておりま

す。地方側からは、佐賀県の古川知事などが

参画しております。この有識者会議は、これ

まで計３回開催されております。 

 資料をおめくりください。６ページをごら

んください。 

 このページと次のページは、ことし４月12

日に開催されました地方分権改革有識者会議

の資料からですが、現在、有識者会議では主

に国から地方への事務権限の移譲について審

議されております。 

 ６ページ、ページの中段、中段のちょうど

囲みのところでございますが、これまでの経

緯が記載されております。平成25年３月の第

１回地方分権改革推進本部において、本部長

である安倍総理から、地方の元気なくして国

の元気はなく、魅力あふれる地域をつくるた

め、地方分権改革の取り組みを進めていくこ

とが不可欠であり、義務付け・枠付けの見直

しや国から地方への事務権限の移譲等を進め

るとの指示があっており、この指示に従い、

有識者会議で審議が進められております。先

ほどの第３次一括法の成立も、この成果の一

つとなっております。 

 ７ページをごらんください。 

 これも、今申し上げました第１回の地方分

権改革有識者会議で示された資料でございま

す。国の出先機関の事務・権限の地方への移

譲等については、ページ上段には地方分権改

革推進本部のスケジュール、ページ下段のほ

うに有識者会議におけるスケジュールが記載

されております。 

 ページ下段の、有識者会議のスケジュール

のほうをごらんください。 

 ４月に２回、５月に１回、計３回の会議が

開催されており、各府省が移譲等を行おうと

していた事務・権限について、各府省が改め

 - 13 -



第13回 熊本県議会 道州制問題等調査特別委員会会議記録（平成25年６月25日) 

て検討した結果等について議論をされており

ます。今後、専門的、実務的議論を重ね、そ

の議論をもとに地方分権改革推進本部にて、

内閣全体としての政策検討が進められる予定

でございます。 

 なお、ページ下の中ほどでございますが、

専門的、実務的議論の段階では重要なテーマ

について専門部会が設置されることとなって

おり、現在ハローワーク等について議論する

雇用対策部会と、自家用有償旅客運送等につ

いて議論する地域交通部会の２部会の設置が

決定しております。 

 雇用対策部会につきましては、今月21日に

第１回の部会が開催され、関係者からのヒア

リング等などが行われたところでございま

す。 

 また、ページ右上に記載されておりますと

おり、ことしの夏ごろをめどに、一定の結論

を出すことが目標とされており、その後は、

移譲等に向けた必要な取り組みが行われ、結

論が出なかった事務・権限については、議論

が継続されることとなっております。 

 ８ページをごらんください。 

 ことしの５月20日に本県で開催されました

九州地方知事会議において、「分権型社会の

確立に向けた取組について」ということで、

特別決議を行っております。 

 会議では、これまでの九州広域行政機構な

どの分権型社会確立に向けた活動を踏まえ

て、現在、政府が進めている分権や道州制の

議論に、九州地方知事会としてどう対応する

かについて議論され、この特別決議としてま

とめられております。 

 ページの右側が、要望の具体的な３つの項

目となります。 

 まず１番目でございますが、政府が６月に

決定する経済・財政運営の基本方針「骨太方

針」に分権改革の方向性を明記し、道州制の

議論にかかわらず分権改革を着実に推進する

こととしております。６月14日に閣議決定さ

れた「骨太方針」では、義務付け・枠付けの

見直し、都道府県から基礎自治体への権限移

譲、国から地方への事務・権限の移譲等を着

実に進めるとされております。 

 次に、第２点目でございますが、国から地

方への権限移譲について、ハローワークや農

地の転用など、地方からの要望が強い分野の

見直しを強力に進めること、また、出先機関

の地方移管については、これまでの議論を踏

まえて議論を前向きに進めてもらいたいとし

ております。 

 また、３点目でございますが、道州制につ

きましては、国のあり方を大きく変革するも

のであることから、まずは、国、地方を通じ

た統治機構のあり方や、国民生活に与える効

果などについて、理念や具体的な将来像を明

らかにしていく必要があること、また、将来

像を議論するに当たっては、国の役割を国本

来の役割に限定し、地方の役割を拡大してい

くことを基本として、地方の意見を十分に踏

まえた国民的な議論を行う必要があるとして

おります。 

 地方分権改革関係についての説明は、以上

でございます。 

 続きまして、道州制関係について御報告を

させていただきます。10ページをお開きくだ

さい。 

 道州制関係の動きを一覧にしております。

今年度の分からでございます。 

 まず一番上でございますが、４月11日、自

民党、公明党の両党が道州制推進基本法案の

今国会提出で合意したとされておりますが、

報道によりますと、今国会での法案提出は断

念され、秋の臨時国会に法案を提出するとの

方針を固めたとのことです。 

 一方、日本維新の会とみんなの党におかれ

ては、去る21日に道州制に関する法案を、共

同で衆議院に提出したと報道されておりま

す。 

 次に、４月22日、全国知事会議で道州制に
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関する議論が行われました。本県知事も出席

しております。内容については、後ほど御説

明いたします。 

 次の４月30日、熊本県町村会による熊本県

知事への要望があり、その中に道州制導入に

反対する特別決議も含まれております。内容

については、後ほど説明いたします。 

 その次の５月８日と15日、地方団体と自民

党道州制推進本部との意見交換が行われてお

ります。８日の意見交換会での全国知事会の

主張については、後ほど説明いたします。 

 また、15日には全国町村会、全国町村議会

議長会との意見交換が行われており、全国町

村会からは、さらに議論を尽くすべき点が残

っている中での法案の国会提出は、拙速であ

り反対であると述べられたとのことでござい

ます。 

 続きまして、５月20日でございます。 

 先ほど地方分権の中でも御説明いたしまし

たが、九州地方知事会議が熊本市で開催さ

れ、「分権型社会の確立に向けた取組につい

て」という、特別決議を行いました。内容に

つきましては、先ほど８ページにて御説明い

たしましたので、省略いたします。 

 次の５月30日、九州地区町村長の道州制研

修会及び臨時大会が開催され、道州制に関す

る決議が行われております。また、６月４

日、熊本県町村議会議長会の臨時総会が開催

され、道州制導入の反対に関する要請文を、

県選出国会議員に送付することとされまし

た。それぞれの内容につきましては、後ほど

御説明します。 

 ６月５日でございますが、本県知事もメン

バーであります道州制推進知事・指定都市市

長連合が第３回総会を開き、政党への要請活

動を行っております。内容につきましては、

後ほど御説明いたします。 

 今後の予定になりますが、一番下でござい

ます。７月８日から９日にかけて、全国知事

会議が四国で開催されます。そこで再び道州

制に関する議論を行い、知事会としての考え

方を取りまとめる予定となっております。 

 11ページをごらんください。ここから資料

が縦になります。申しわけありません。 

 ４月22日、本県知事も出席いたしました全

国知事会議で、道州制に関する議論が行われ

ましたが、まず、道州制に対する全国知事会

の立場を、「道州制に関する基本的な考え

方」として取りまとめております。これは、

４月18日の自民党への道州制基本法案骨子案

についての要請の際に提出している資料でご

ざいます。 

 中を見ますと、「道州制の基本原則」のう

ち主なものとして、１番目として、道州制は

地方分権を推進するためのものでなければな

らない。 

 次に、１つ飛びまして３番目。国と地方の

役割分担を抜本的に見直し、内政に関する事

務は、地方で主体的かつ総合的な政策展開が

可能となるものでなければならない。 

 次に、４番目として、役割分担の見直しに

当たっては、中央府省そのものの解体再編を

含めた中央政府の見直しを伴うものでなけれ

ばならない、などとしております。 

 次に、下から２番目の黒枠囲みですが、

「道州制検討の進め方」として、１、国と地

方の協議の場を活用すべき。これは、道州制

が国と地方双方の政府のあり方を再構築する

ものであることから、国と地方の協議の場に

検討部会を設けて議論することを求めるもの

でございます。 

 それから次の２でございますが、国民意識

の醸成が何より重要としております。 

 また、最下段の黒囲み、「地方分権改革の

推進」につきましては、道州制議論にかかわ

らず義務付け・枠付けの見直しや権限移譲

等、地方分権改革を進める必要があるとして

おります。 

 ４月22日の議論につきましては、次の12ペ

ージをお開きください。 
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 これは、５月８日の自民党道州制推進本部

との意見交換に提示された資料でございま

す。道州制や自民党の道州制基本法について

の、各知事の主な発言がまとめられておりま

す。 

 「なぜ今なのか」ということで、一番上で

ございますが、なぜ今、道州制を議論しなけ

ればならないのかといったそもそも論の議論

が必要という意見や、２つ目の「役割分担の

整理が必要」というところで、国、道州、基

礎自治体のあり方、その役割分担について議

論し整理する必要があるという意見、また３

つ目、下のほうでございますが、「その他」

として国民不在の議論であるということや、

一番下の白丸ですが、これは本県知事の意見

でございますが、「道州制の議論で目標と手

段を混同している。目標は国民の幸福量の最

大化であり、地方分権はその手段にすぎな

い。」といった意見がございました。 

 そして、自民党の道州制基本法案の問題点

として、次の13ページをごらんください。 

 「「道州制基本法案（骨子案）」について」

として取りまとめて、同じ５月８日に開催さ

れた自民党の道州制推進本部との意見交換会

に、この13ページ以降の資料が提出されてお

ります。 

 内容といたしましては、まず、「特に問題

と考えられる点」として３点を挙げておりま

す。 

 まず１点目が、「地方の意見の反映につい

て」として、道州制の姿などについて、国と

地方で共通の認識を持って検討していくこと

が不可欠であるとして、国と地方の協議の場

を活用するなど、地方の意見を十分反映すべ

きであるとしています。 

 次に、２の「国の出先機関の廃止、中央府

省の解体再編を含めた中央政府の見直しにつ

いて」として、法案骨子案は、国の行政機関

の整理合理化にとどまっているが、中央府省

の解体再編を含めた中央政府そのものの見直

しが、道州制の大前提であるとして、法案に

明確に記載されなければならないとしていま

す。 

 そして、ページ一番下でございますが、

３、「基礎自治体の体制について」として、

法案骨子案では、基礎自治体は都道府県から

承継した事務を処理するとしていますが、そ

の場合、市町村の行財政基盤の抜本的な強化

が必要となり、法案骨子案でその具体的な方

向性が示されなければならないとしておりま

す。 

 次に、14ページでございます。 

 中ほどでございますが、「その他整理すべ

き点」として、道州の立法権限と憲法との整

合性、右側15ページ、法制の整備期限、それ

からその下の、財政調整制度について見解を

まとめておるところでございます。 

 なお、このページで米印で小さく書いてお

りますのが法案骨子案ですが、先ほど御報告

しましたとおり、秋の臨時国会へ提出が先送

りされたとの報道があり、法案の内容につい

ては、現在修正中の模様でございます。 

 次に、16ページをごらんください。 

 ４月30日、熊本県町村会による本県知事へ

の要望に含まれておりました、道州制導入に

反対する特別決議です。 

 その内容ですが、上から４行目、５行目の

ところでございます。道州制の導入につい

て、国、県、市町村のどこに問題があるのか

十分な国民的議論を行うことなく進められる

ことに危機感を覚えるとして、また、その次

の行で、市町村の再編を強いることとなれ

ば、多くの農山漁村の自治は衰退の一途をた

どり、ひいては国の崩壊につながるとしてお

ります。 

 また、７段落目でございます。真ん中より

やや下でございます。「しかしながら」のと

ころでございますが、検討されようとしてい

る道州は、地方分権の名を借りて新たな集権

体制を生み出すことにつながるものであると
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し、さらに次の段落で、経済活動の盛んな地

域を有する道州では、経済活動がますます活

発化し肥大化する一方、財源の確保に窮余す

る道州が生じ、道州間での地域間格差が一層

拡大する。さらに、道州内においても中心部

と周縁部との格差が広がり、中山間地では住

民自治そのものが消滅するとしております。 

 そして、下から３行目でございますが、多

彩な市町村の存在こそが地方自治本来の姿で

あるとして、結論として、改めて道州制の導

入に反対するとしております。 

 この要望に対しまして本県知事は、「熊本

県の知事としては推進であるが、違った考え

を持つ方々が、真剣に議論するのが民主主

義。道州性は手段であって目標ではない。道

州制は皆が幸せになるための手段として使わ

なければならない。その観点から見ると、両

方とも共通の認識ができるのではないか。」

と述べております。 

 次に、17ページをごらんください。 

 こちらは５月30日、九州地区町村長の道州

制研修会及び臨時大会が開催され、道州制に

関する決議が行われております。 

 基本的には、左のページの町村会の特別決

議と同一の方向性であり、２段落目のところ

でございますが、安倍首相が今回、道州制推

進基本法案を提出しようとして、道州制の必

要性も内容もうやむやのまま、大枠を確立し

ようとしている。 

 それから、下から５行目でございますが、

道州制は国のあり方を変える大きな問題であ

るにもかかわらず、平成の大合併の検証や国

民的議論のないまま、また、道州制の実体も

見えないまま道州制が導入されかねないと強

く懸念するとして、道州制の導入に反対して

いくということをしております。 

 18ページをごらんください。 

 こちらは６月４日、熊本県町村議会議長会

の臨時総会が開催され、道州制導入反対に関

する要請文を、県選出国会議員に送付するこ

ととされております。 

 内容につきまして、２段落目でございます

が、「しかしながら」の次の行ですが、道州

制推進基本法案が国会に提出されようとして

いることは、まことに遺憾であるとし、その

次の３段落目でございますが、「そもそも」

でございますが、国民的な議論もないまま、

一方的に中央から押しつけようとすることは

地方分権の精神にも反するとしています。 

 また、次の４段落目３行目ですが、事実上

の強制合併を余儀なくされるものであり、住

民自治が衰退してしまうことは明らかで、最

後の段落において、住民自治の推進に逆行

し、町村の存在を否定する道州制の導入には

断固として反対するとしております。 

 次に、19ページをごらんください。再び資

料が横になります。申しわけありません。 

 ６月５日に、本県知事もメンバーでありま

す道州制推進知事・指定都市市長連合が第３

回総会を開き、政党への要請活動を行ってお

ります。 

 総会では、政党への要望活動の実施が了承

され、また、意見交換においては、先ほど御

説明した九州地区町村長等の道州制反対意見

等も踏まえ、連合として、基礎自治体につい

ての議論を深めていく方針が示されておりま

す。 

 翌日の６月６日、自民党と公明党への要請

活動が行われております。共同代表の村井宮

城県知事が要請されております。本県からは

参加しておりません。 

 要請内容といたしましては、参議院議員選

挙の公約に道州制の推進方針の明記を求める

ことや、基本法の早期成立を求めること、道

州制の検討機関に知事、指定都市市長の参加

を求めることなど、地方分権型道州制の早期

実現に向けた取り組みを求めるものでござい

ます。 

 道州制関係の説明は、以上でございます。 
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○溝口幸治委員長 以上で説明が終わりまし

たので、これより一括して質疑に入ります。 

 どなたか質疑はございませんか。 

 

○大西一史委員 いろいろな説明をいただき

ましたけれども、まず、ちょっと義務付け・

枠付けの話ですね、一括法のほうからなんで

すが、これは私、以前もこのきちっとしたロ

ーカルルールを決められるような、地方の実

態に沿うような条例改正というか、条例委任

でなければ、余りこの義務付け・枠付けをや

る意味はないということを、かねてから申し

上げてきました。 

 その中で、特にその市町村のニーズとか、

そういう住民のニーズに応じた権限移譲にな

っているのかとか、あるいは移譲することに

よって市町村の総合的な行政運営に資する事

務であるかどうかとか、そういったことも考

えながらこの条例の検討を進めてくださいよ

ということを、これまで過去にずっと申し上

げてきました。 

 その結果、幾つかローカルルールと、熊本

県ならではのものと、それから国の基準をあ

くまでもそのまま準用してというか、ただ単

に条例化したというだけのものと分かれたと

思うんですが。今度のこの３次一括法で条例

制定をやっていく中で、今全部で何本かは、

条例化するというのは精査中ということなん

ですが、もうあとわずか10カ月ぐらいで、最

低でも12月議会にはもう条例を出さないとい

かぬわけですから、そうなると非常にタイト

なスケジュールの中でそういった作業をしな

いといけないというふうになるんですが、各

部でそういった観点からの検討というのはき

ちっとなされているのかどうか、その整理が

されているかどうかということを聞きたいん

ですけれども。 

 

○金子人事課長 現在、法案が通ったばかり

で、これから各部で条例の内容を検討するよ

うにしております。 

 ただ、これまでは２回にわたって、順次各

部で独自基準のやり方も含めて検討しており

ますので、その流れに沿って検討していただ

くことにしております。 

 ただ、これまでは一括法に関しては、主な

ものは既に２次までで出されていますので、

今回については、余り重たいものが少ないよ

うな感じがしておりますけれども、十分検討

していきたいと思っております。 

 

○大西一史委員 この一括法で条例をいろい

ろする中で、その後ですよね。どう運用され

ていっているのかというところが、やっぱり

最終的には重要になってくる。あくまで条例

改正というのは手段であって、条例委任とい

うのも手段であるわけですから。何でわざわ

ざ、別に国の法律のままでいいんじゃないか

というものまで条例化せなならぬのかという

のも、実は過去にありましたよね。多分、当

事者としてはなかなか言えないと思うけれど

も、だけれども、なかなかそういったものも

やっぱり含まれています。 

 今回その３次一括法が出る段階で、その辺

を全部１回整理をして、さっき申し上げたよ

うな観点から、本当にその市町村の効率的な

事務執行に資するのかとか、利便性が向上し

たのかとか、そういったことをやっぱり１回

全部まとめた上で、本当に条例化が効果があ

ったかどうかというものの検証を必ずやって

いただきたいと思うんですが、その辺はされ

る予定はあるんですかね、いかがでしょう

か。 

 

○金子人事課長 今回の条例についても、条

例化が必要かどうかも含めて検討したいと思

っていますし、今回で一応最終になると思い

ますので、整理をしたいと思っております。 

 

○大西一史委員 では、いいです。では、そ
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れやってください。ほかのやつなのでまた…

…。 

 

○前川收委員 一括法によって、それぞれ県

から市町村に権限移譲が随時行われてきまし

たけれども、最近、権限移譲をすると同時に

権限がいくということは、事務も移管すると

いうことになるわけですね。 

 それで、合併をしたとはいえ、例えば、さ

っきコンタクトレンズの話がちょっと出まし

たけれども、市町村にコンタクトという規

制、あれは政令市だけの話かもしれません

が、年間に１件あるかないかわからない、場

合によっては、年に２回か３回くらいしか申

請はないみたいな――市町村によってはです

よ――そういう事務をわざわざ市町村に権限

移譲して事務委託する、事務まで移管すると

いうことですよね、要するに一括法のその権

限移譲というのは。今、大西先生もおっしゃ

ったけれども、結局、自治体にとっての幸せ

は何なのか、市町村にとっての市町村民、県

民、国民に対しての幸せというのは何なのか

ということを原点から考えると、例えば、年

に１回あるかないかわからないような申請事

務を市町村に権限移譲して、よかったよかっ

たと言っといていいのかなと。そのために

は、それに対応するための事務ができるよう

に、市町村は準備をしなければいけない。多

分その人件費のカウントでいくと、0.何人と

か0.0何人とかという世界の話が、市町村に

分権していくことによって、市町村で生まれ

てくるという話がもう現実にありますよね。

僕は権限はやっていいと思うんですけれど

も、今までの発想の中では、例えば、今、水

俣病の審査の話というのは国から機関委任事

務ですか、法定受託事務とか言った。そうい

う昔から言った、国から市町村が、下請じゃ

ないけれども、権限は国が持っているけれど

も事務はこっちでやりなさいよという、法律

に基づいた事務を、国から県が下請している

やつがいっぱいあるじゃないですか。権限は

やっていいけれども、事務は県でやってくだ

さいということを市町村が言えるシステム、

つまり、政策判断は市町村がします、しか

し、事務はできれば県にやってもらって、そ

のため振興局もあるわけですから、振興局や

県庁でやっていただくというシステム、その

権限はというのは、許認可に対するどこどこ

の、例えば私の菊池市の考え方はこうなんで

す、これに基づいて許認可行政をやってくだ

さいということ。それはよそでは変わること

は多分ないんでしょう。県でも国でもどこで

も、ほとんど同じ基準だろうと思いますの

で、余り権限をやった意味もないのかもしれ

ませんが、事務を市町村から逆委託すること

はできないんですか。県は受けるということ

になるんですけれどもね。そういう制度は、

法律とかはありますか。 

 誰か答えてください。ないならない、ある

ならあるでもいいんですが。 

 

○岡村総務部長 にわかに法的に、それがい

わゆる垂直補完とか水平補完とかじゃなく

て、よく言いますけれども、今おっしゃって

いることが……、ちょっとそこは時間をくだ

さい。 

 

○前川收委員 わかりました。 

 では考え方として、本当にさっきから何回

も言うように、ほとんど一般のレベルでは使

わないような許認可を市町村におろしても、

その専門知識を市町村の担当者には、毎年人

事異動もあるわけですから、ちゃんとわかっ

ていきながら、窓口だけは使っておって、１

年間誰も申請に来ませんでしたということは

あり得る話だと思っていまして、それが本当

にいいことかなと思いましてですね。だった

らば、そういうのはやっぱり県が持ってい

て、45市町村あるわけですけれども、県が一

括してやれば、45件ぐらいは年間にあるかも
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しれないとか、そんな話を少し精査しなが

ら、何でもかんでも非効率なものまでおろし

ていくということがいいとはとても思えない

ような事務まで、行政事務はいっぱいあるわ

けですから、そこを少し考えたほうがいいん

じゃないか。そのために、じゃ権限もよこさ

ないのかと言われるのはいやでしょうから、

権限はやります、でも事務移管してもらえれ

ばいいんですと。要するに、国からの法定受

託事務の逆バージョンを、市町村と県の間で

やっていくということは、熊本がやってもい

いんじゃないかなと思っています、行政効率

を上げるということの前提でいけばね。そん

な考え方を、考えてみられることはできませ

んか。考えるかどうかだけでいいですよ。 

 

○岡村総務部長 県の行政の中でも、同じよ

うなことはあり得ると思います。各地域振興

局で、本当にちょっとしかない業務、例えば

専門職的なものを広域本部に集めて、集中処

理するというのと、若干発想的には似ている

ところがあるのかなという気もいたしますの

で、そこはちょっと考えさせていただきたい

と思います。 

 

○前川收委員 私が言っているのは、垂直補

完とは少し違うんです。この垂直補完という

のは非常に、逆なんですよね。垂直補完する

というのは、何か地方の市町村にとっては、

非常に屈辱的な話で、合併しないなら垂直補

完するぞとか、水平補完やるぞとか。そうい

うことじゃなくて、行政効率化を上げるため

に、むしろ市町村から県がいただいて、市町

村の、意図的に、自主性によってそういうこ

とができるような受け皿を県がつくるような

感覚を、考え方をまとめていければどうかと

いう話ですので、ぜひそこを間違えないよう

に。 

 

○岡村総務部長 お預かりいたします。 

 

○前川收委員 はい。それともう一つ、道州

制の問題で単純な話なんですけれども、町村

会は反対という意見がかなり出ていますね。

それと自治体、県も知事会の中では推進知事

の会ということで、知事会トータルかどうか

は、ちょっとこの中ではよく読み取れないと

ころもありますけれども、賛成、反対という

ところが、両方あるかもしれませんが、この

資料から見れば、相対的には知事会は推進し

ている側に見えるという感じですかね。 

 それと市長会は、政令市のほうは知事会と

同等みたいな話になっているけれども、市長

会のほうは何も言わないと。言っているかも

しれませんが、この資料の中には見えないと

いうことから見ると、財政力が強くて力のあ

るところは道州制をやろうと言っているよう

に――相対的な話ですよ――ように聞こえ

て、市町村という比較的財政基盤が弱くてち

っちゃな基礎自治体のほうが反対していると

いう、今この時点においてここが非常に大き

な、やっぱり私は問題になっていると思って

おりまして、基本的に道州制は、何にでも書

いてあるように、基礎自治体が主役にならな

ければならない。基礎自治体が主役であると

いうのは県がなくなるわけですから、道州か

らすぐ市町村ということになって、本来住民

自治を担うべきその市町村が反対と。町村で

すけれども、市は入ってないみたいですけれ

ども。そのことは非常に根幹的な部分の話だ

というふうに思っておりますが、そういった

階層的に分かれてきた意思表示が出てきてい

ることに対しては、県としてはどういうふう

に受けとめていらっしゃいますか。 

 

○小原企画課長 今、前川委員がおっしゃい

ました、特に規模の小さい税財政基盤が脆弱

な市町村ほど道州制に対する不安が非常に大

きいと。これは当然でございまして、現在の

自民党、公明党が出している法案にしても、

 - 20 -



第13回 熊本県議会 道州制問題等調査特別委員会会議記録（平成25年６月25日) 

基礎自治体の役割については、非常に不十分

であるというところでございますので、そう

いった意味では確かに、そういった御不安

を、市町村が抱える不安を取り除いていくと

いうのは非常に重要なことだと考えておりま

す。 

 そういった意味でも、最終的な道州制の目

的は、知事も言ったとおり、住民の幸福感に

つながるものであるので、住民の自治の拡

充、あるいは住民のサービスが落ちないよう

にするにはどうしたらいいかというところに

ついては、これからいろいろ議論を町村の方

とも深めていきたいというふうに考えており

ます。 

 

○前川收委員 そういう中に、さっきの権限

の話も含めてですけれども、逆垂直でいただ

く権限を――逆垂直ですよ――あくまで上か

ら下じゃなくて、下から上にいただきたいと

いう話なんだけれども、いただくというか委

託していいですよという話なんだけれども。

そういうことも制度の中にきちっと入れてい

くことが必要だと思うけれども、それをやろ

うとすると、受け皿になる県がなくなります

という話になって、これは道州がやってくだ

さいという話が道州制になっちゃうわけで、

やっぱり権限とか財源、財源のほうはまだ置

いておきますけれども、これはもっと大きな

財源論の話もあるんだと思います。私は自民

党なんですけれども、自民党が公明党と一緒

に法案を出そうとしておったということに対

しては非常に大きな懸念を持っておりまし

て、そういったイメージをわからないままに

出さなかったからよかったなというふうに思

っていますが、やっぱりきちっとした形が見

える、見切り発車じゃなくて、見える形とい

うのをちゃんと示していただかないといけな

いと思います。知事は住民のための道州制だ

とおっしゃっていますが、じゃ、なぜ道州制

が住民のためになるのか、その説明責任が少

し欠けているような気がしておりますので、

その辺のところをきちっと説明責任を果たし

ていただければと思っています。要望です。 

 

○大西一史委員 ちょっと今のに関連してな

んですけれども、道州制のさっきの議論の中

で、知事と町村会との意見交換の中で、両方

とも共通認識が持てるんじゃないかというこ

とを知事が言っているという、これはどうい

う根拠を持っておっしゃっているのかよくわ

からないんですが、いずれにしても、相当な

溝があるんですよね。町村会の考え方と知事

の考え方には、相当な溝があるというふうに

思うんですが、私たち県議会としてはそうい

うことで受けとめていいですかね。 

 

○小原企画課長 今の段階では、先ほど前川

委員がおっしゃられたように、町村としては

道州制を導入されるに当たって、またしても

合併を強制されるんじゃないかとか、一時期

の議論では基礎自治体は最低30万人以上と

か、そういった議論も出ておりましたので、

町村としては今の段階で、町村の役割、道州

政府の役割、国の役割が非常に不明確なまま

で進めて行かれることに対しては強い不満を

感じるという意味において、知事はそれに対

しては十分理解を示しているというところで

ございます。 

 それで、先ほど申し上げたように、道州制

の最終の目標は、地域住民に対するサービス

の向上、あるいは住民自治、団体自治、基礎

自治体のレベルで拡充させることが目的でご

ざいますので、そういった意味においては、

町村会も市長会も県のレベルでも同じではな

いか、そういう認識で議論を深めていけば話

し合いができるんではないかというところだ

と思います。 

 

○大西一史委員 いや、もっとシンプルに

ね。町村会と知事の間に溝があるかないか。
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どう思いますか。溝はあるでしょう。どうで

すか。 

 

○小原企画課長 溝というか、考え方の今の

違いはあります。違いは確かにあります。 

 

○大西一史委員 余りこれ以上責めると気の

毒なのであれなんですけれども。やっぱりそ

の溝を……結局は、知事は、非常に楽観的に

その共通認識は持てるのではないかとおっし

ゃっているんですが、その共通認識を持つた

めには、じゃあどうしたらいいんでしょうね

というところを、私たちは議論していかなけ

ればいけないと思いますね。この道州制の議

論を考えるときに、先ほど前川先生がおっし

ゃったようなあり方というのは非常に大きい

と思いますね。私は逆に言えば、県が広域事

務処理センターのような機能を果たしつつ、

具体的なローカルルールは市町村がある程度

決めていくというような、その逆の分権のあ

り方というんですかね、発想の転換ですよ

ね。こういうパラダイムシフトがないと、や

っぱりうまくいかないと私は思うんですね。

一番大事なことは、やっぱり道州が担う仕事

を単純にただ安易に決めてもらうんじゃなく

て、国の仕事の中から――現時点でですよ―

―国の仕事の中から、もはや国が立案して行

うよりも地方で考えて行ったほうがうまくい

くものと、地方が地方の考えで行っても問題

がないものというのをいかに抽出するかとい

うところが一番、私は大事なところだと思い

ます。ここがきちっとできない限り、この道

州制のいろんな枠の議論、道州制になって、

都道府県を廃止しようがどうしようが、この

部分がないと、適正な行政の単位であると

か、規模であるとか、人口であるとか、面積

であるとかというのは絶対に出てこないし、

話はもうこれはすれ違ったまんまで、溝がで

きたまんまで私は終わると思います。だか

ら、そういう意味ではそういう考え方に立つ

と、今の制度、現行制度であってもそういっ

たことというのは、まずやらなければいけな

いんじゃないかなと思うんですよね。要は、

国でやるよりも都道府県、あるいは市町村で

やったほうがいい、地方でやったほうがいい

もの、地方でやっても全く問題がないのに今

は縛られている問題、そういった整備という

のは、もう既に今やっている段階でできるは

ずなんですよね。それを積み重ねていって、

本当にこの道州制の議論がもっと深まって、

法案が秋口に出るのかどうなのかわかりませ

んが、それこそ、その市町村、あるいは町村

会あたりともそうだけれども、基礎自治体と

県、あるいは国との共通認識が私はでき上が

っていくんじゃないかなと。だから、そこを

つくっていくのが、私は大事な仕事だと思う

んですが、そういったことをぜひやっていた

だきたいと思うんですが、いかがですか。 

 

○小原企画課長 今、大西委員がおっしゃら

れたとおり、まず、道州制の導入の前にやる

べきことがあるんじゃないかというところで

ございます。ただ現在、今回は道州制の基本

法案が先送りということを述べましたけれど

も、現在、自民党の中では、この前の骨太の

方針、それから今回の参議院議員選挙の公約

の中でも、もう道州制法案については、はっ

きり推進するという形で進めておられる現状

を見たときに、やはり今回は、その国民的な

議論を深める必要があるということで、そう

いう方向に進んでいく中においては、今後そ

れを前提として、私どもは地方団体６団体と

も足並みをそろえていくための議論を進めて

いきたいというふうに考えてございます。 

 それで、この前の４月22日の全国知事会議

では山田会長のほうからは、今度の７月の全

国知事会では、これに関して何らかの意見を

まとめたいと、その際は市長会、町村会、６

団体との足並みをそろえた形で出したいとい

うふうな意向は示されております。 
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○溝口幸治委員長 大西委員の質問に、きち

っと答えてください。 

 

○大西一史委員 では、もう１回言いましょ

うか。 

 だから、国の仕事の中から、国が立案して

行うよりも地方が、地方でやったほうがうま

くいくものと、もう地方で、地方の考えで行

っても現在問題がないものというのを、きち

っと抽出していくという作業をちゃんとやっ

て、それを例えば、市町村は基礎自治体と県

あたりときちっとその辺をすり合わせをして

いって共通認識を持つということが大事だか

ら、そういう作業をされたらどうですかとい

うことを申し上げたんですが。ただ単に、道

州制に反対か賛成かというようなステレオタ

イプな議論、ざっくりした議論はもうやめ

て、ただ単にこれ、だって要望書とか決議を

見るだけでも、これはもう絶対反対というこ

とでしょう。ですよね。だったら、こんなの

共通認識も何も持てないんですよ。というこ

とは、共通認識を持つ糸口を得るためには、

そういう作業、地道な作業が必要だと私は申

し上げている。だから、そういう作業を、た

だ単に市町村と協議を、ただ意見交換をする

んじゃなくて、そういったことの観点でやっ

たほうがいいんじゃないですかと申し上げて

います。だから、それはやりましょうよと。

いかがですか。 

 

○内田総括審議員 今、大西委員の御指摘で

すけれども、国の役割、地方の役割をどうい

うふうに明確にするかというのは、ある意味

では、道州制の議論でもありますけれども、

いわゆる地方分権の議論だと思います。この

地方分権の議論につきましては、淡々と進め

ていくという形で、共通認識を持ちながら、

国の権限を地方に、県の権限をまた市町村

に、場合によっては、先ほど前川委員のおっ

しゃいましたように、ある面では補完性の原

則から、市町村ができなければ県にというよ

うな話もありますけれども、それなりの認識

の中で議論をしていかなくちゃならないとい

うふうには思っております。 

 道州制の推進知事指定都市連合の会議の中

でも、町村会からの反対意見について、やは

りこちらのほうで話を、報告をいたしまし

て、その中でもやはり真摯に耳を傾けなくて

はならないというふうに意見がまとまりまし

た。ですので今後、地方自治の視点、町村の

レベルから道州をどう考えるかというような

議論が行われていくと思われますので、先ほ

どの権限移譲の話も含め、それから垂直委任

といいますか、そういうような新しい方法も

含めて議論がなされる、そうしないと多分、

道州制の議論は個人的にも前に進めていけな

いんではないかというふうに思っておりま

す。 

 

○大西一史委員 だから、そういう形の話し

合いを進めてくださいねということを、じぁ

あ要望として申し上げます。 

 とにかく、今度知事会が７月の上旬にあっ

て、いろんな意見が多分出されるでしょう。

ただ知事会としてはどうやら、いろんな話を

聞くと、若干その道州制導入に対してはネガ

ティブな意見で取りまとめようとしていると

いうことになっているというような感じを伺

っています。この知事会で意見を言うとき

に、今のような視点で、ずっとその共通認識

をどうやって持つかというところが大事なわ

けですから、そこをより強調していただくよ

うに、知事のほうにも、委員会のこういう意

見が出たということを伝えていただいて、そ

れを知事会での意見具申というかな、意思提

案というかな、考え方を提案するときに参考

にしていただきたいというふうに思いますの

で、よろしくお願いします。 
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○前田憲秀委員 私からも、大西委員、前川

委員の内容と同じかもしれないですけれど

も、この道州制の基本法案というのは、今御

案内のとおり継続審議ということになりまし

て、私も県下の何人かの首長さんと懇談を持

つ中、また関係者と懇談を持つ中で、先ほど

もあったように反対というお話を聞いており

ます。 

 その中で私は、この道州制推進基本法案と

いう、あたかもこの道州制を５年後に実施し

ますみたいな、名前がいけないというふうに

国にも言っているんですけれども、内容は、

いわゆる道州制というものを考えたときに、

その対象の地域、基礎自治体としてはどうあ

ればいいでしょうかという投げかけの内容に

も取れるんじゃないかと思うんですけれど

も、そういうニュアンスは持たれてないです

か、どうですか。余り読んでないですか。 

 わかりました。先ほどの合併特例債の話も

ありますけれども、ある首長さんは、やはり

５年後、もうあと数年後に20億、25億なくな

りますと、これが現実の話なんですよね。そ

れと何かごっちゃになっているような気もし

ます。もちろん、先ほど紹介あった20万、30

万規模というイメージが出たもんですから、

我が町は我が村は２万、３万ということは、

どうなるんですかという、全くイメージがで

きない状態だと思うんですよね。 

 ただ、その反面、地域主権で地域の権限を

いかに増していくかという話もあるわけです

よね。だから、そんな中で私としては、先ほ

ど合併の検証をすべきじゃないか、それとリ

ンクをして、例えば国から地方に権限が移譲

された場合には、確かにこれは道州になるの

かどうなのかわかりませんけれども、このほ

うでやったほうが明らかにメリットがあるな

というような検証ですよね、そういったの

は、推進知事の本県であれば、やっぱりがん

がん発信すべきじゃないのかな。この道州制

特別委員会というのがあること自体でも、全

国ではなかなかまれというふうにも聞いてい

ますし、そういう意見こそがんがん出す環境

にはなれないもんなんですかね。関連した質

問ですけれども、どうでしょうか。 

 

○小原企画課長 確かに道州制そのものにつ

いては、そのメリットやデメリットに関して

地域住民の方々がなかなか理解しにくい部分

もあるので、関心がまだ高まってないという

のは事実でございます。県といたしまして

も、年に１回は道州制シンポジウムなどを開

催して関心を高めてもらう努力はしておりま

すけれども、今後もさらなる機会を利用し

て、そういった情報発信をやっていきたいと

いうふうに思っております。 

 

○前田憲秀委員 それは、いわゆるイメージ

の中じゃないですか。道州制を推進する上で

どうなるみたいなシンポジウム、それもそれ

で大事かと思うんですけれども、地域主権の

中で、地域に権限を移譲するという中で、こ

うなれば道州の形のほうがよりメリットがあ

るなという発信もあってしかるべきじゃない

のかなと思うんですけれども、そこら辺はど

うですかね。 

 

○小原企画課長 前田委員がおっしゃられた

ように、そういったのを含めて、九州地方知

事会では九州モデルというのをつくっており

ますので、パンフレットもつくってございま

す。そういったもので、道州制に関してのメ

リット、もちろんデメリットも含めた形で広

報を進めることは可能だと考えております。 

 

○前田憲秀委員 はい、ありがとうございま

す。 

 道州制と言われている中で、イメージとす

れば道州から基礎自治体になるわけですか

ら、県議会議員も必要でなくなる話になるわ

けですね。そこが具体的にどうなるのかわか
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りません。そこも乗り越えて、やはりまだイ

メージとしてはっきりしない、その住民の幸

福量というんですか、そこが、じゃあ何なの

かというのを、もう少しこう具体的に発信を

するというのは、今大事な時期なんじゃない

のかなというふうに思っていますので、ぜひ

先ほどの件も強く要望させていただきます。 

 

○松田三郎委員 関連しますが、資料で言う

と14ページ。大変基礎的な、基本的な質問で

恐縮ですが、企画課長に聞くのもどうかなと

思うんですが、これに書いてある基礎自治体

というのが、定義とか基本理念が書いてあり

ますね。市町村の区域を基礎として設置する

とか、あるいは、みずから実践できる地域完

結性を有する自治体云々と。町村会とか町村

議長会の中の懸念というのは、恐らく、国、

道州、基礎自治体の３層になる、道州、自治

体の２層とこっちは書いてありますが。とい

うことは、さっき20万、30万という話もあり

ましたが、かつて、あるいは今もそういう議

論があるのかもしれませんが、自己完結性と

か、ある程度の基礎自治体としての体力を持

つには、やっぱり小さい町村じゃ難しいか

ら、事実上、あるいはこれからさらに市町村

合併を強制されるんではないかというのが不

安の大きな１つじゃないかと思います。 

 それで、私もそう思っておりまして、都道

府県がなくなって、道州と基礎自治体という

話になるんだろうと。先般、増永先生からあ

る新聞記事を見せていただきまして、この法

案に主導的に携わってこられた自民党の礒崎

参議院議員ていらっしゃいますけれども、こ

の方が、それは大きな誤解なんだ、そういう

誤解があるから多分反発があるんだろうとい

うような発言をなさった。どこがどういうふ

うに誤解なのかというのは全然触れてなかっ

たので、我々が思っているのはもしかする

と、この法案の修正がかかっている部分はあ

るとおっしゃった、違う意味合いでの基礎自

治体というのを立法者が考えていらっしゃる

のかなと、素直にその記事を読むと。という

ことは、我々は誤解に基づいて反対したり、

誤解に基づいてどうこうと。確かに、これを

読むとちょっと市町村、今の市町村――今あ

るですね――がイコール、役割は変わるけれ

ども基礎自治体と呼ばれるものになるのか、

また別に基礎自治体をつくると３層、４層に

なるわけでしょうから、それはあり得ないだ

ろうけれども、その規模と位置づけに関して

何か議論とか、これに関しての一問一答じゃ

ないけれども、こういうのに何か議論されて

いるのを御存じの方は、ちょっと教えていた

だければと思います。この定義自体は何か、

まだやや抽象的でしょうから。 

 

○小原企画課長 基礎自治体について、この

文言が、どういう意味をあらわしているかと

いうお話でございますが、確かに有識者の中

では、この表現に関して、これは今の市町村

と全く別のものを想定しているのではないか

と言う方もおられますし、そうでないと言う

方もおられます。まさしくここが、市町村

が、町村会が反対している１つのまた理由で

ございまして、現在こういうところも含め、

修正案が出されているような話も聞いており

ます。これは、ここだけではなくて、例えば

先ほど申し上げました13ページのところでご

ざいますけれども、やはり地方の意見の反映

のところで、国の出先機関の廃止のところも

含めまして、国の今の現状では、国の行政機

関の整理合理化という、整理合理化までしか

書いてないんで、知事会としてはやはりここ

はもう少し踏み込んだ形での出先機関の廃

止、あるいは中央省庁の解体・再編とはっき

り、誤解を招かないというか、もうちょっと

詳しく具体的にということで申し上げており

ますので、そういった文言一つ一つはいろん

な意味で今、どう解釈するのか、どういう意

味が裏に含まれているのかというところで、
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有識者の方、あるいは町村の中でも議論が今

あっているというふうに聞いております。 

 

○溝口幸治委員長 ちょっと整理します。こ

れは自民党の道州制推進本部との意見交換で

知事会に出された資料で、それを添付資料と

して出してあるので、この中身について執行

部に聞いても執行部はわかりませんので、し

かも自民党内でもまだ党内で決まって出して

いるわけでもないし、公明党さんとの協議が

進んでいるわけでもないので、この中身につ

いての議論は、ここでは執行部に聞くのはち

ょっとやめていただきたいというふうに思い

ます。 

 その上で質疑……（「関連」と呼ぶ者あ

り）関連。 

 

○松岡徹委員 その関連で、さっき手を挙げ

ておった。 

 

○増永慎一郎委員 今、松田先生が言われた

とおりなんですけれども、これに書く前に道

州制の議論を深めていくときに一番基本的な

話なんですけれども、執行部としてどういう

枠組みで道州制が進んでいくという、何かイ

メージがあるのか、ないのかですよね。例え

ば県を集めて州にして、そしていろんな市町

村を集めて基礎自治体にするという方法なの

か、例えば県のここからここまでを切って、

そして州をつくって、そして町村を分断し

て、きちんとその生活圏なら生活圏でまたや

り直すのか、今までずっと道州制のことにつ

いて、どういうイメージでされているのか

が、ちょっと私は。私としては、例えば今あ

る既存の市町村あたりがきちんと合併をして

基礎自治体をつくって、そして県が集まって

州をつくっていくようなイメージかなという

ふうに思っていたんですけれども、何かずう

っと話を聞いてみても、そういうイメージが

なかなか湧いてこないんですよ。そういうの

をきちんとある程度出さないと、やっぱり町

村会あたりは完全に町が合併していくように

多分思われているわけですよね。だから、そ

の辺はどういうふうに考えられているのか、

一番その道州制の基本となる皆さん方が前提

ですよね。それだけ聞かせてもらっていいで

すか。 

 

○内田総括審議員 道州制の大きな枠組み

は、国の事務をある程度大きな、県がまとま

った１つのブロック単位で行うというのが原

則ですので、九州で言えば、九州全体で国の

事務を移譲してもらって行う。今度は、県が

持っている、現在県が持っている事業は基礎

自治体で、それを当初のイメージは行政的に

効率がいい20万ないしは30万の一つの人口規

模の自治体、それを基礎自治体というふうに

言っていると思うんですが、そこに移譲する

というのが実に単純な話だと思いますし、そ

れが道州制の大きな枠組だと思います。 

 ですから原則、今までの議論はそういう中

でやったんですけれども、ただ、やはり市町

村合併が進む中で、いろんな意味で現行の市

町村を、じゃ20万、30万、もしかしたら非常

に過疎的な、地域においては非常に大きな、

県の３分の１ぐらいが一つの自治体になるみ

たいな話になります。これで本当に、地方自

治という視点からするとどうなのかというの

が、ある面では町村長さんの疑問でもある

し、本当にそれが地方自治としていいのかど

うか。総合行政主体論的な話になれば、全部

市町村がそういう事務を担えるような組織を

つくらなければならないという話になるんで

すけれども、先ほど前川委員からありました

ように、現行の自治体を基礎にしながら、も

う少し受け皿的に大きなものができないかと

いう工夫も必要でしょうし、今後の議論は多

分、分権からの視点でのそういう議論をずっ

としていかなければ、今の中央省庁解体とい

いますか、国の事務を道州にという議論の流
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れだけでは、多分制度がつくれないんじゃな

いかなと思っています。 

 ですから、我々都道府県レベルでは、市町

村長さんたちの懸念といいますか、地方自治

をどう守るかという視点では、そういう視点

から道州制をもう一度見直して組み立てを

し、それを国に対して提案をしていくという

作業が今後、全国知事会等を通じて提案して

いかなければならないかなというふうに思っ

ております。 

 

○増永慎一郎委員 まあ、今まで大体わかっ

ているんですけれども、首長さんの中には、

例えばこの前、消防の広域化がありました。

あれ県央、県南、天草、県北というような形

で分かれましたけれども、あれがまさしく、

ああいうふうな形でなるんではないかという

ふうな懸念があって、消防の広域化に反対さ

れた首長さんも実はいらっしゃるんですよ。

そういうのは、やっぱりちゃんと頭の中に入

れておいてもらいたいというふうに思ってい

ます。 

 

○溝口幸治委員長 お待たせいたしました。

松岡委員。 

 

○松岡徹委員 今まで道州制問題について

は、日本経団連の１次、２次の提言ですね。

それから以前の自民党の提言とか、そういう

ので私なりに意見を述べてきましたが、現時

点で言えば、基本法案というのが一応まとま

って、そして参議院選挙前には出さんけれど

も、明けたら臨時国会に出そうかという段階

にきているので、いろいろその修正とかいう

のも聞こえてくるけれども、基本的には今の

この基本法案の中身をどこが出したとか何と

かは超えて、やっぱり道州制の調査等特別委

員会としては、中身を検討するといいます

か、そういうことで委員長や委員の先生にも

提案したいし、執行部にも考えてほしいなと

思っているんです。 

 例えば、基本法案の２の定義の③で、道州

制は道州及び基礎自治体で構成される地方自

治体であるとなっているんですけれども、こ

こでまず、その道州という問題で、僕は３つ

ぐらいの角度で検討する必要があるんじゃな

いかと思っておるんです。 

 １つは、これはこれまでも再三言ってきた

んだけれど、本当に都道府県制度は廃止しな

きゃならぬ対象なのかと。100何年も続いた

ということは、それだけいわば安定した制度

という論者もいるし、都道府県を残しながら

広域連携とかいろんなやり方で対応するやり

方もある。この角度が１つですね。 

 それから基本法案で言っているのは、道州

というのは、国際競争力を持つ地域経営の主

体というふうになっておるんですね。地方自

治体が経済界じゃないわけだから、地域経営

経済の主体になるということがどうなのか。 

 それで、ここにちょっと日本経団連が３月

に緊急提言を出しているんですけれどもね。

その中では、日本経団連は、道州制の役割と

いうのはグローバルな競争力の強化と、こう

なっているわけですよ。地方自治体がその経

済競争に勝ち抜く主体として、そういうこと

になるのかなという角度ですね。 

 もう１つは、結局は、国の仕事をいっぱい

道州に持ってくるわけだから、さっき松田先

生がおっしゃった自民党の推進事務局次長の

国会議員の発言では、その仕事は主に国の役

人がやる、国家公務員が。そんなことを考え

ると、本当に地方自治体の性格になるのか。

国の出先機関みたいな道州になることになら

ないのかと。そういう点を僕は、一つは道州

という問題では、そういう３つぐらいの角度

からしっかり検証したらどうかなと。 

 それから基礎自治体については、要するに

今までの市町村の事務と県の事務と、その住

民に身近な事務を、いわば自己完結的にとな

っているわけですね。そうなった場合に、そ
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れでずっと煮詰めていくと、結論的には今の

ような小さな町や村ではそんなことはできな

い。ということになると、もう大規模な市町

村合併は避けられないということに、私はな

ると思うんですね。ですから、この道州と基

礎自治体にするという道州の検討と、基礎自

治体のこの基本法案で規定するところの規定

が結果としてどうなるかという問題を、しっ

かりやっぱり検討しなければいかぬと思いま

す。 

 それから、もう１つは財源ですね。この基

本法案では、いわゆる財政調整機能を果たす

となっているんですね、それは与えると。し

かし、これまでの大事な財源保障機能という

規定は、この基本法案にはないんですよ。そ

うなった場合、ナショナルミニマム関係はず

っと国からくると。財源保障機能がなくて、

それが果たせるのかという問題があるわけで

すね。そういう点を、私はこの特別委員会と

いうのは非常にすばらしい委員会で、いわば

道州制に向かうというそういう一面的な立場

じゃなくて、しっかり検証しようというよう

なことで議論が進められてきたから、ぜひ、

何というか、そこら辺を含めて中身を検討す

る委員会にしていただけないかなと。 

 もう１つは、きょう紹介された熊本県の町

村会とか、町村議長会とかがああいう態度を

表明されていますでしょう。以前、有八の特

別委員会のときに、参考人として、関係者を

呼んだことがあるとですよ、県立大の先生を

ね。僕は、町村会あたりから参考人として御

意見を伺うとか、そういうような委員会の設

定もあっていいんじゃないかなと。委員長と

各位の皆さんに私の提案ですけれども。 

 以上です。 

 

○溝口幸治委員長 はい、ありがとうござい

ました。 

 それでは、これで質疑を終了いたします。 

 それでは続きまして、お諮りしたいことが

ございます。前回の委員会におきまして大西

委員から御提案がありました、今、松岡先生

からも御提案がありましたが、参考人招致の

件でございます。道州制に関する有識者の考

えを伺う件につきましては、本委員会におけ

る付託調査事件の調査及び審査のために必要

があると認められますので、これを行うこと

としてよろしいでしょうか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり） 

○溝口幸治委員長 はい。異議なしと認め、

そのようにいたします。 

 なお、実施に当たっては、開催時期、詳細

等につきましては委員長に御一任いただきた

いと思いますが、よろしいでしょうか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり） 

○溝口幸治委員長 はい。 

 続きまして、私のほうから御提案がござい

ます。今、松岡先生からも御提案がございま

したが、道州制に関して町村会を初め各関係

団体からいろいろな考え方、御意見があるよ

うでございます。 

 つきましては、本委員会の調査・審議に資

するため、各関係団体との意見交換を行うこ

とを考えておりますが、いかがでしょうか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり） 

○溝口幸治委員長 はい。異議なしと認め、

そのようにいたします。 

 なお、実施に当たっては、開催形式、開催

時期等詳細については、委員長に一任してい

ただきたいと思いますが、よろしいでしょう

か。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり） 

○溝口幸治委員長 はい。では、そのように

いたします。 

 それでは続きまして、閉会中の継続審査に

ついてお諮りいたします。 

 本委員会に付託された調査事件について

は、審査未了のため次期定例会まで本委員会

を存続して審査する旨、議長に申し出ること

としてよろしいでしょうか。 
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  （｢異議なし」と呼ぶ者あり） 

○溝口幸治委員長 はい。異議なしと認め、

そのようにいたします。 

 その他に入りますが、何かございません

か。 

  （｢なし」と呼ぶ者あり） 

○溝口幸治委員長 はい。なければ、これを

もちまして第13回道州制問題等調査特別委員

会を閉会いたします。 

  午前11時57分閉会 
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